
病床機能再編支援事業について
当事業は、地域医療構想の実現のため、療養病床又は一般病床を有する医療機関が、病床数の適正化に必

要な病床数（回復期を除く）の削減を行う場合、地域医療構想調整会議及び医療審議会の議論の内容等を踏ま
え削減病床に応じた給付金を支給する事業です。令和３年５月に「地域における医療及び介護の総合的な確保
の促進に関する法律」の一部が改正され、地域医療介護総合確保基金の対象事業として新たに位置づけられ
ました。

当事業は以下の給付金に区分されます。

① 単独支援給付金

医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能の再編を実施する場合、減少する病床数に応じて支給する給付金

② 統合支援給付金
複数の医療機関が地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施し統合する場合、統合に参加する医療機関に支給

する給付金

③ 債務整理支援給付金

②によって廃止とする医療機関の未返済の債務を、統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の利子等に係る給付金

このうち、「単独支援給付金」について４医療機関から事業要望があったため御意見を伺います。

【問合せ先】 医療整備課地域医療構想推進室 電話：043-223-2608  Mail：chihuku@mz.pref.chiba.lg.jp 
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病床機能再編支援金の申請について（東葛南部圏域） 
 
１．医療機関名 

  独立行政法人地域医療機能推進機構船橋中央病院 
 

２．病床削減時期 

  令和７年４月 
 

３．病床機能                                                                                 （単位：床） 

      

 平成 30 年度 

病床機能報告 

令和 2 年 4 月 1 日 

時点 

病床削減前 

稼働病床数 
病床削減数 

病床削減後 

許可病床数 

高度急性期    ▲68 68 

急性期 384 365 365 111 254 

回復期  34 34  34 

慢性期      

休棟等 76 52 52 52  

合計 460 451 451 95 356 

※病床数に感染症病床は含んでいない。 

※交付対象は削減する急性期病床１１１床のうち高度急性期病床に転換する６８床を引いた４３床（休棟等の削減分は交付対象外）。 

４．病床削減理由                                                                

  医師・看護師・コメディカル等の人材確保が厳しくなる中、周産期センターや高齢者救急等に医療資源を集中させることを目的とする。 

 

５．交付申請予定額 78,432 千円 

  平成30年度対象3区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率79.1％、一日平均実働病床数303床 
  対象3区分の一日平均実働病床数床までの減少数43床 
  対象3区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 1,824千円×43床＝78,432千円 

 

６．調整会議の結果 
  令和６年８月３０日に開催された東葛南部地域保健医療連携・地域医療構想調整会議において了承された。 
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病床機能再編支援金の申請について（東葛北部圏域） 
１．医療機関名 

  医療法人社団青嶺会松戸整形外科病院 
 

２．病床削減時期 

  令和７年8月 
 

３．病床機能                                                     （単位：床） 
      

 平成30年度 
病床機能報告 

令和2年4月1日 
時点 

病床削減前 
稼働病床数 

病床削減数 
病床削減後 
許可病床数 

高度急性期      

急性期 60 60 60 15 45 

回復期      

慢性期      

休棟等      

合計 60 60 60 15 45 
 

４．病床削減理由 

  昭和60年開院時の最も狭い病室は入院患者1人あたりの占有面積が4.65㎡であり十分な療養環境を提供出来ているとは言えない。また近年は

個室、2床部屋の要望が多く、2023年度平均入院患者数が43.8人であることを鑑みて病床削減に至りました。 
 

５．交付申請予定額 20,520千円 
平成30年度対象３区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率59.1％、一日平均実働病床数35床 
対象３区分の一日平均実働病床数床までの減少数15床 
対象3区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 1,368千円×15床＝20,520千円 

 

６．調整会議の結果 
  令和６年８月２７日に開催された東葛北部地域保健医療連携・地域医療構想調整会議において了承された。 
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病床機能再編支援金の申請について（印旛圏域） 
１．医療機関名 

  独立行政法人国立病院機構下志津病院 
 

２．病床削減時期 

  令和６年４月 
 

３．病床機能                                                   （単位：床） 

      

 平成30年度 

病床機能報告 

令和2年4月1日 

時点 

病床削減前 

稼働病床数 
病床削減数 

病床削減後 

許可病床数 

高度急性期      

急性期 127 127 127 29 98 

回復期 27 27 27 ▲15 42 

慢性期 227 227 227 7 220 

休棟等 59 59 59 59  

合計 440 440 440 80 360 
※交付対象は削減する急性期及び慢性期病床計３６床から増床する回復期病床１５床を引いた２１床（休棟等の削減分は交付対象外）。 

 

４．病床削減理由 

当院の病床削減前の稼働病床数は、急性期127床、回復期27床、慢性期227床、休棟等59床の合計440床となっていました。 

当院の急性期の患者数は、令和5年度の1日平均患者数が74.1人（年間病床利用率58.8%）という状況であり、令和3年度及び4年度と比較

しても患者数は横ばいでした。 

また、慢性期の患者数は、令和5年度の１日平均患者数が219.8人（年間病床利用率99.9%）となっており、今後も横ばいが予想されます。 

以上のことから、急性期病床を98床、慢性期病床を220床とすることで、適切な医療スタッフ数を配置し、より健全な病院経営の実現を図

り、効率的な医療提供体制の構築を目指すこととしています。 

なお、回復期については、今後、印旛区域の75歳以上の人口増加が見込まれていることを考慮し、病棟面積から運用可能な病床数を勘案した

42床とし、地域包括ケア病棟の拡充を図ったところです。 
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５．交付申請予定額 38,304千円 
平成30年度対象３区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率77.3％、一日平均実働病床数301床 
対象３区分の一日平均実働病床数までの減少数21床 
対象３区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 1,824千円×21床＝38,304千円 

 

６．調整会議の結果 
  令和６年８月２日に開催された印旛地域保健医療連携・地域医療構想調整会議において了承された。 
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病床機能再編支援金の申請について（山武長生夷隅圏域） 
１．医療機関名 

  医療法人社団慈優会九十九里病院 
 

２．病床削減時期 

  令和７年１２月 
 

３．病床機能                                                   （単位：床） 

      

 平成30年度 

病床機能報告 

令和2年4月1日 

時点 

病床削減前 

稼働病床数 
病床削減数 

病床削減後 

許可病床数 

高度急性期      

急性期 49 49 49  49 

回復期 98 98 98 ▲2 100 

慢性期 50 50 50 20 30 

休棟等 2 2 2 2  

合計 199 199 199 20 179 
※交付対象は削減する慢性期病床２０床から増床する回復期病床２床を引いた１８床（休棟等の削減分は交付対象外）。 

 

４．病床削減理由 

看護職員の高齢化及び人材確保が困難であり、将来的に現在の病床数で運営していく事が厳しくなる可能性が考えられる。 

 

５．交付申請予定額 36,936千円 
平成30年度対象３区分（高度急性期・急性期・慢性期）の病床稼働率81.2％、一日平均実働病床数80床 
対象３区分の一日平均実働病床数床までの減少数18床 
対象3区分の一日平均実働病床数までの減少に係る支給額 2,052千円×18床＝36,936千円 

 

６．調整会議の結果 
  令和６年８月１９日に開催された山武長生夷隅地域保健医療連携・地域医療構想調整会議において了承された。 
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